
有効求人倍率の推移（季節調整値）

職業紹介主要指標

25年 2月 25年 1月
前月比
（差）

24年 2月
前年同月比
（差）

１． 6,670 7,188 ▲ 7.2 7,006 ▲ 4.8

２． 24,881 23,719 4.9 25,627 ▲ 2.9

３． 7,767 7,979 ▲ 2.7 7,235 7.4

４． 19,543 18,521 5.5 18,298 6.8

５． 12,207 11,339 7.7 12,367 ▲ 1.3

６． 2,524 2,237 12.8 2,473 2.1

７． 2,414 2,139 12.9 2,416 ▲ 0.1

0.70 0.72 ▲ 0.02 0.64 0.06

0.79 0.78 0.00 0.71 0.08

９．就職率 (％) 37.8 31.1 6.7 35.3 2.5

10．充足率 (％) 31.1 26.8 4.3 33.4 ▲ 2.3

11． 2,342 2,483 ▲ 5.7 2,461 ▲ 4.8
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12． 9,841 9,548 3.1 10,227 ▲ 3.8

13． 4,068 3,659 11.2 4,143 ▲ 1.8

14． 837 752 11.3 812 3.1

15．就職率 (％) 35.7 30.3 5.4 33.0 2.7

16． 20,072 20,046 0.1 19,841 1.2

17． 275,992 275,976 0.0 273,730 0.8

18． 1,526 1,936 ▲ 21.2 1,632 ▲ 6.5

19． 1,381 1,728 ▲ 20.1 1,428 ▲ 3.3

20． 5,796 6,001 ▲ 3.4 5,909 ▲ 1.9

21． 630,305 747,513 ▲ 15.7 697,005 ▲ 9.6

2月の雇用の動き
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求人数（同）が前月比2.0％減少し、有効求職者数（同）は前月

比0.3％増加したことから、前月より0.02ポイント下回り0.70倍となった。なお、前年同月比は、0.06ポイント上昇し36か月連続の上

昇となっている。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で前月に引き続き4か月連続の減少となった。また、有効求職者数（原数値）も、前年同

月比で23か月連続の減少となっている。 新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が

1.7％（29人）の増、離職者は5.5％（156人）減、無業者は15.9％（79人）減（16か月連続）となっている。なお、前月増加した事業主

都合離職者は12.8％（106人）減となった。 “パートを除く常用求職者”を10歳刻みの年齢階層別（6区分）にみると、24歳以下が

8.8％(70人)減、25～34歳が4.2％(62人)減 、35～44歳が0.9％(10人)増、45～54歳が1.2％(10人)減、55歳～64歳が11.3％(80人)

減、65歳以上が7.7％(6人)増で、全体では4.1％(206人)減となっている。常用求職者を職業別にみると、「専門的・技術的職業」が

7.8％（83人）減、「事務的職業」が4.2％(73人)減、「販売の職業」が10.4％（78人）減、「サービスの職業」が26.9％（221人）増、「農

林漁業」が同数、「生産工程の職業」が4.0％（23人）減、「輸送・機械運転の職業」が9.3％（22人）減、「建設・採掘の職業」が4.5％

（7人）減、 「運搬・清掃の職業」が3.5％（21人）減となった。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で36か月連続増加し、有効求人数（原数値）も36か月連続増加している。 産業別に

みると、前年同月比で、卸売業・小売業が74人（6.1％）減、製造業が25人（3.8％）減等（18産業中7産業で減少）、サービス業（他

に分類されないもの）が168人（21.6％）増、建設業が110人（28.9％）増、生活関連サービス業・娯楽業が92人（32.3％）増、医療・

福祉が82人（4.0％）増等（18産業中11産業で増加）となっており、全体で532人（7.4％）の増加となった。規模別にみると、前年同

月比で29人以下規模事業所が602人（13.9％）増となっており、小規模事業所からの求人意欲が窺える。

職業紹介状況は、紹介件数が160人（1.3％）減の12,207件となり、就職件数は51人（2.1％）増の2,524件となった。うち、パートの

紹介件数は0.3％減の3,082件となったが、就職件数は6.3％増の830件となった。

雇用失業情勢は 有効求人倍率が0 7倍台を維持しているものの 食料品以外の製造業からの求人は少なく 依然として厳しさ

月比で29人以下規模事業所が602人（13.9％）増となっており、小規模事業所からの求人意欲が窺える。

職業紹介状況は、紹介件数が160人（1.3％）減の12,207件となり、就職件数は51人（2.1％）増の2,524件となった。うち、パートの

紹介件数は0.3％減の3,082件となったが、就職件数は6.3％増の830件となった。

雇用失業情勢は、有効求人倍率が0.7倍台を維持しているものの、食料品以外の製造業からの求人は少なく、依然として厳しさ

が残り、改善の動きを弱めたままの状況にある。このため、今後の経済の動き、求人・求職の動向を注視する必要がある。


